
 

新信託商品受容性把握のための基礎調査2016

調査結果報告書

2016年9月



－2－

調査概要

　◆調査票の構成 ※なお、スコアは国勢調査（平成22年）の地域別人口構成比に合わせて補正を行っている。

調査目的 
若年層・子育て世代に対し自助努力を促す商品・制度のニーズがあることを証明する。 
 
ライフイベントの発生（結婚・出産・子育て）に対し、 
どのような不安があるのか、金銭的な不安がどの程度あるのかを明らかにする。 
また、十分な備えが出来ているか、現行制度の利用実態等から明らかにし、新制度への関心・利

用意向を探る。 
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・結婚をしていない理由 
・結婚に対する不安 
・結婚における金銭的不安 
・不安な理由 
・結婚資金の準備額 

・出産・子育てに関する不安 
・理想の子どもの数 
・出産・子育てにおける金銭的不安 
・不安な理由 

・教育資金贈与信託の認知・興味 
・結婚・子育て支援信託の認知・興味 
・利用している制度・利用したい制度とその理由 

自
助
努
力
制
度

（
案
）
 

・自助努力積立制度への興味 
・利用意向 
・メリットに感じる点 
・利用による、金銭的な不安の軽減 

結婚・出産・子育てに対しての意識や、 

不安に感じていること、金銭的不安が 

どの程度大きいのかを明らかにします 

現行の制度の利用実態・利用意向と、 

その理由について明らかにします 

自助努力制度の利用意向や 

制度があることで結婚・出産に前向き 

になるかを明らかにします 

調査手法：インターネット調査 
対象条件：全国 20歳～49歳の男女 
サンプルソース：提携会社インターネットモニター 
調査実施期間：2016年7月 
回収数：2048s 
調査主体：株式会社 日経リサーチ 

若年層の結婚・出産・子育てに関する意識の確認。 

現行の制度の利用状況と利用意向。 

そして、新制度に対する受容度を把握する。 
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教育資金贈与信託／結婚・子育て支援信託

調査時に提示した教育資金贈与信託／結婚・子育て支援信託についての解説は以下のとおりです。

◆信託銀行等が提供する元本保証の商品。
◆この商品を通じて祖父母等が孫等に教育費を一括贈与する場合に
は、孫等一人当たり最大1,500万円まで贈与税が非課税（ただし、学校等
以外の者に支払われるものについては500万円が上限）となる。
◆この贈与税の非課税メリットを受けるためには、平成31年3月31日まで
に利用申込みをすることが必要。

【払出対象】学校に支払う入学金・授業料、学校以外（学習塾、水泳教室
など）に要する費用等

◆信託銀行等が提供する元本保証の商品。
◆この商品を通じて祖父母等が孫等に結婚・子育て等にかかる費用
を一括贈与する場合には、孫等一人当たり最大1,000万円まで贈与
税が非課税（ただし、結婚に関して支払われるものについては300万
円が上限）となる。
◆この贈与税の非課税メリットを受けるためには、平成31年3月31日
までに利用申込みをすることが必要。

【支払対象】結婚関連費用（挙式・披露宴費用等）、妊娠・出産費用、
育児費用等

 

 
 
  

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 
 
  

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

「結婚・子育て支援信託」についての解説 「教育資金贈与信託」についての解説 
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若年層・子育て世代のための自助努力積立制度（案）について

調査時に提示した「自助努力積立制度（案）」は以下のとおりです。

将来の結婚・出産・子育てのための資金積立に対し、一定の払出制限のもと、所得控除、運用益非課税のメリットが受けられる制度

【払出対象】
・結婚関連費用（挙式・披露宴費用等）、妊娠・出産費用、育児費用、教育費用（小学校～大学）等

【メリット】

◆勤労者（独身者含む）1人当たり2万円／月の所得控除が可能
　（夫婦共働きの場合、それぞれ2万円／月の所得控除が可能）

◆子どもがいる場合、勤労者の人数×子どもの人数×2万円
／月の所得控除が可能 （例：夫婦共働きで子どもが3人いる
場合⇒勤労者（夫婦）2人×子ども3人×2万円＝12万円／月
の所得控除が可能）

◆積立期間は、子どもがいない場合は50歳まで利用可能。
子どもがいる場合は、子どもが30歳になるまで利用可能

◆給与天引きが利用可能

◆積み立てた資金の運用益（利子・配当等）が非課税となる

◆ただし、上記目的以外に払出した場合、利用者のその年度
の所得とみなし課税される

 

 
 
  

  
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

「自助努力積立制度（案）」についての解説 
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１．回答者プロフィール①

S1.性別 S2.年齢

平均：35.8歳

S5（未既婚） S7（配偶者職業）

(n=1094/Wn=1094)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

(N=2048/WN=2048) (N=2048/WN=2048)

S4（職業）

(N=2048/WN=2048) (N=2048/WN=2048)

男性 

50.3% 
女性 

49.7% 

無回答 

0.0% 

20歳代 

28.1% 

30歳代 

37.3% 

40歳代 

34.6% 

無回答 

0.0% 

未婚 

44.0% 
既婚 

53.3% 

離死別 

2.7% 

無回答 

0.0% 

民間企業

にお勤め 

（経営管理

者・社員・

嘱託など） 

70.3% 

官公庁、 

自治体など

公的機関に

お勤め（管理

者・職員・嘱

託など） 

8.0% 

自営業・ 

自由業 

11.1% 

契約社員・

派遣社員 

10.6% 

パート・ア

ルバイト・

内職 

0.0% 

専業主婦

（夫）・無職 

0.0% 

学生 

0.0% 

その他 

0.0% 

無回答 

0.0% 

民間企業に

お勤め 

（経営管理

者・社員・嘱

託など） 

50.0% 

官公庁、 

自治体など 

公的機関に 

お勤め（管理

者・職員・嘱

託など） 

7.8% 

自営業・ 

自由業 

9.3% 

契約社員・

派遣社員 

2.1% 
パート・アル

バイト・内職 

13.2% 

専業主婦

（夫）・無職 

17.1% 

学生 

0.0% 

その他 

0.5% 
無回答 

0.0% 
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２．回答者プロフィール②

 F3.あなたと同居しているご家族をこの中からすべてお答えください。なお、ご回答はあなたからみた続柄でお答えください。（いくつでも）
全体(N=2048/WN=2048)

 S6.あなたの子どもの数をお答えください。（ひとつだけ）

全体(N=2048/WN=2048)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

61.8  

15.7  16.5  

4.9  
0.4  0.7  
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19.6  

52.1  

34.8  

1.0  0.2  

30.4  

3.0  
10.1  

0.4  1.9  
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）
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も
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）
 

祖
父
母
 

未
婚
の
兄

弟
・
姉
妹
 

既
婚
の
兄

弟
・
姉
妹
 

そ
の
他
 

（%） 
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３．回答者プロフィール③

F1.世帯年収 F2.個人年収

平均：664.7万円 平均：416.1万円

S3.居住地域

全体(N=2048/WN=2048)

※回答者数は（ウェイトなし/ウェイトあり）

全体(N=2048/WN=2048) 全体(N=2048/WN=2048)

北海道 

4.8% 
東北 

6.6% 

関東 

35.6% 

北陸 

4.6% 

中部 

14.6% 

近畿 

15.7% 

中国 

6.7% 

四国 

2.9% 

九州・沖縄 

8.4% 

無回答 

0.0% 

100万円 

未満 

1.6% 

100万～ 

200万円 

未満 

2.8% 

200万～ 

300万円 

未満 

7.9% 

300万～ 

400万円 

未満 

10.8% 

400万～ 

500万円 

未満 

11.9% 
500万～ 

700万円 

未満 

19.0% 

700万～ 

1,000万円 

未満 

18.8% 

1,000万円 

以上 

10.6% 

わからない・ 

答えたくない 

16.6% 

無回答 

0.0% 100万円 

未満 

4.8% 

100万～ 

200万円 

未満 

8.5% 

200万～ 

300万円 

未満 

19.8% 

300万～ 

400万円 

未満 

19.7% 
400万～ 

500万円 

未満 

14.1% 

500万～ 

700万円 

未満 

13.3% 

700万～ 

1,000万円 

未満 

5.8% 

1,000万円 

以上 

1.9% 

わからない・ 

答えたくない 

12.4% 

無回答 

0.0% 



調査結果サマリー 
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調査結果サマリー① 結婚

全体
(n=898/
Wn=902)

300万円未満
(n=175/
Wn=181)

300万円～500万円未満
(n=226/
Wn=225)

　 　 　 　

500万円～700万円未満
(n=114/
Wn=116)

700万円～1,000万円未満
(n=114/
Wn=110)

1,000万円以上
(n=77/
Wn=74)

＜結婚に対する金銭的不安＞ 

未婚 

準備しておきたいお金 
 

 平均 334.4万円 

 

 

 

 

準備できているお金 
 

 平均 211.1万円 ＜金銭的に不安に思う理由＞ 

＜結婚準備資金＞ 

・結婚しない理由のうち「結婚資金が足りないから」は約２割。 

・結婚に対する金銭的不安がある人は６割で、世帯年収が少ない人ほど不安がある傾向。 

・金銭的に不安に思う理由としては、「収入が少ない」を挙げる人が最も多く、７割にのぼる。 

・結婚準備資金では、未婚の人が「準備しておきたいお金」と、「準備できているお金」に100万円以上の開きがあり、実態とのギャップが大きい。 

 

＜結婚しない理由＞ 
35.4  

23.3  21.0  19.4  17.5  13.4  9.5  9.5  5.3  3.7  1.8  3.8  
12.4  
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立
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か
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親
や
周
囲
が

同
意
し
な
い

か
ら 

そ
の
他 

特
に
な
い 

全体(n=898/Wn=902) 

かなり不安 

30.7  

39.0  

35.1  

27.7  

28.0  

10.9  

やや不安 

27.6  

35.5  

29.4  

25.8  

18.4  

29.7  

どちらとも 

いえない 

24.0  

13.8  

20.5  

23.2  

29.5  

31.9  

あまり 

不安でない 

12.0  

9.6  

13.3  

11.9  

15.1  

11.6  

全く不安 

ではない 

5.8  

2.0  

1.6  

11.3  

9.0  

15.9  

世
帯
年
収
別
 

69.9  

48.2  

24.4  
13.0  8.7  7.3  3.9  4.2  7.1  

0

20

40

60

80

収
入
が
少
な

い 

結
婚
後
の
生

活
の
た
め
の

蓄
え
が
な
い 

結
婚
式
を
挙

げ
る
お
金
が

な
い 

奨
学
金
の
返

還
が
あ
る 

親
か
ら
の
援

助
が
受
け
ら

れ
な
い 

借
金
が
あ
る

（
奨
学
金
以

外
） 

親
へ
の
仕
送
り

を
優
先
し
た

い 
そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

（%） 全体(n=517/Wn=525) 

既婚 

準備していたお金 
 

 平均 258.2万円 

 

100万円以上 

(%) 

(%) 
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調査結果サマリー②出産・子育て

全体
(N=2048/
WN=2048)

300万円未満
(n=243/
Wn=251)

300万円～500万円未満
(n=461/
Wn=464)

500万円～700万円未満
(n=378/
Wn=389)

700万円～1,000万円未満
(n=394/
Wn=384)

1,000万円以上
(n=234/
Wn=220)

全体
(N=2048/
WN=2048)

300万円未満
(n=243/
Wn=251)

300万円～500万円未満
(n=461/
Wn=464)

500万円～700万円未満
(n=378/
Wn=389)

700万円～1,000万円未満
(n=394/
Wn=384)

1,000万円以上
(n=234/
Wn=220)

63.7  

38.3  

27.2  

15.1  

10.7  

9.5  

7.4  

2.1  

5.1  

8.4  

0 20 40 60 80

収入が少ない 

出産後の生活のための蓄え

がない 

子どもの教育費が払えない 

育児費用が払えない 

親からの援助が受けられない 

奨学金の返還がある 

借金があるから（奨学金以外） 

親への仕送りを優先したい 

その他 

わからない 

全体(n=1401/Wn=1411) 

＜出産・子育てに対する金銭的不安-出産など一時的な出費-＞ 

・「出産・子育てに対する金銭的不安」のうち「出産など一時的な出費」に不安がある人は５割半ば。世帯年収が低い人ほど不安がある傾向。 

・「出産・子育てに対する金銭的不安」のうち「育児・教育など継続的な出費」に不安がある人は約７割。世帯年収が低い人ほど不安がある傾向。「出産など一時的な出費」と比べ、「か

なり不安」の割合が高い。 

・金銭的に不安に思う理由としては、「収入が少ない」を挙げる人が最も多く、６割にのぼる。 

世
帯
年
収
別
 

かなり不安 

23.0  

36.8  

31.2  

20.8  

13.9  

9.2  

やや不安 

31.9  

36.5  

37.9  

33.1  

30.1  

27.6  

どちらとも 

いえない 

21.5  

14.5  

17.2  

20.6  

21.8  

20.8  

あまり 

不安でない 

17.1  

9.3  

10.0  

20.2  

23.8  

28.7  

全く不安 

ではない 

6.6  

2.9  

3.7  

5.3  

10.4  

13.7  

かなり不安 

34.0  

49.6  

41.6  

33.8  

26.6  

18.4  

やや不安 

34.9  

29.7  

37.5  

39.0  

36.6  

34.6  

どちらとも 

いえない 

19.8  

13.7  

15.5  

17.7  

21.8  

22.3  

あまり 

不安でない 

7.2  

4.6  

4.0  

7.1  

9.2  

14.4  

全く不安 

ではない 

4.1  

2.3  

1.3  

2.4  

5.8  

10.3  

＜出産・子育てに対する金銭的不安-育児・教育など継続的な出費-＞ 

世
帯
年
収
別
 

＜不安に思う理由＞ 

(%) 

(%) 

(%) 
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調査結果サマリー③現行制度

＜認知＞ ＜認知＞

全体
(N=2048/
WN=2048)

全体
(N=2048/
WN=2048)

＜興味＞ ＜興味＞

全体
(n=2026/
Wn=2027)

全体
(n=2033/
Wn=2034)

＜教育資金贈与信託＞ 

・「教育資金贈与信託」「結婚・子育て支援信託」を利用したことがある人は１％で、利用したことがない人のうち興味を持った人は約２割。 

・「教育資金贈与信託」「結婚・子育て支援信託」を利用したい人は１割弱で、その理由としては「税制の優遇があるから」「父母・祖父母からの贈与が期待できるから」が多く、それぞれ

約３割。 
・「利用している/利用したい金融商品・制度」では、「定期預金・定期積金・積立貯金」が最も多く、「利用している/利用したい」ともに約5割にのぼる。 
・金融商品・制度を利用したいと思わない理由としては、「利用する必要がないから」が最も多く、４割弱。 

＜利用している/利用したい金融商品・制度＞ 

あなたを 

含む 

ご家族が 

現在利用 

している 

1.0  

仕組みは 

理解して 

いるが、 

利用した 

ことがない 

10.3  

名前は 

知って 

いるが、 

利用した 

ことがない 

22.7  

名前も 

知らな 

かった 

66.0  

＜結婚・子育て支援信託＞ 

とても 

興味を 

持った 

4.3  

やや 

興味を 

持った 

19.3  

もう少し 

情報が 

あれば 

興味を 

持つかも 

しれない 

24.9  

あまり 

興味を 

持たな 

かった 

26.5  

全く 

興味を 

持たな 

かった 

25.1  

現在利用 

している 

0.7  

仕組みは 

理解して 

いるが、 

利用した 

ことが 

ない 

6.7  

名前は 

知って 

いるが、 

利用した 

ことが 

ない 

15.1  

名前も 

知らな 

かった 

77.5  

とても 

興味を 

持った 

3.8  

やや 

興味を 

持った 

16.7  

もう少し 

情報が 

あれば 

興味を 

持つかも 

しれない 

26.4  

あまり 

興味を 

持たな 

かった 

25.4  

全く 

興味を 

持たな 

かった 

27.7  

47.4  

17.7  

9.4  9.2  
1.6  0.7  0.6  0.9  

49.6 

25.1 

11.7 11.5 
5.9 8.6 9.4 

0.5 
0

20

40

60

定
期
預
金
・定
期
積
金
・

積
立
貯
金 

学
資
保
険
・子
ど
も
保
険 

財
形 

N
IS

A
 

ジ
ュ
ニ
アN

IS
A

 

結
婚
・子
育
て
支
援
信
託 

教
育
資
金
贈
与
信
託 

そ
の
他 

利用している全体

(N=2048/WN=2048) 

利用したい全体

(N=2048/WN=2048) 

4.8  
11.9  

6.9  
12.4  

4.3  6.9  

31.3  

2.7  

34.3  

15.6  

4.3 
10.6 

4.8 
13.7 

3.1 
9.4 

31.8 

1.6 

26.7 

16.5 

0

20

40

よ
く
知
っ
て

い
る
か
ら 

容
易
に
開
始

で
き
る
か
ら 

給
与
天
引
き

で
積
み
立
て

ら
れ
る
か
ら 

元
本
保
証
で

確
実
に
積
み

立
て
で
き
る

か
ら 

株
式
な
ど
へ

投
資
が
で
き

る
か
ら 

保
険
機
能
が

付
い
て
い
る

か
ら 

税
制
の
優
遇

が
あ
る
か
ら 

引
出
し
が
容

易
で
あ
る
か

ら 

父
母
・祖
父

母
か
ら
の
贈

与
が
期
待
で

き
る
か
ら 

そ
の
他 

教育資金贈与信託(n=197/Wn=192) 
結婚・子育て支援信託(n=181/Wn=176) 

＜利用したい理由＞ 

36.9  

9.7  7.2  5.3  5.0  3.3  0.9  
0

20

40

利
用
す
る
必
要
が

な
い
か
ら 

そ
も
そ
も
制
度
、
商

品
に
つ
い
て
よ
く
知

ら
な
い
か
ら 

定
期
的
に
一
定
額

を
積
み
立
て
す
る
余

裕
が
な
い
か
ら 

利
用
手
続
き
が
面

倒
だ
か
ら 

ど
の
制
度
、
商
品
を

利
用
す
れ
ば
よ
い
か

わ
か
ら
な
い
か
ら 

父
母
・祖
父
母
か
ら

の
贈
与
が
期
待
で
き

な
い
か
ら
（教
育
資

金
贈
与
信
託
、
結

婚
・子
育
て
支
援
信

託
に
つ
い
て
） 

そ
の
他 

全体(n=664/Wn=658) 

＜利用したいと思わない理由＞ 

(%) 

(%) 

(%) 

(%) 

(%) 
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調査結果サマリー④新制度

全体
(N=2048/
WN=2048)

300万円未満
(n=243/
Wn=251)

300万円～500万円未満
(n=461/
Wn=464)

500万円～700万円未満
(n=378/
Wn=389)

700万円～1,000万円未満
(n=394/
Wn=384)

1,000万円以上
(n=234/
Wn=220)

全体
(N=2048/
WN=2048)

300万円未満
(n=243/
Wn=251)

300万円～500万円未満
(n=461/
Wn=464)

500万円～700万円未満
(n=378/
Wn=389)

700万円～1,000万円未満
(n=394/
Wn=384)

1,000万円以上
(n=234/
Wn=220)

興味関心 利用意向

とても 

利用 

したい 

5.8  

6.2  

6.0  

6.3  

5.6  

11.5  

利用 

したい 

19.7  

16.2  

23.5  

19.7  

23.7  

21.4  

どちら 

とも 

いえない 

38.8  

40.5  

38.4  

44.1  

33.9  

36.8  

あまり 

利用 

したく 

ない 

13.0  

14.7  

13.1  

12.4  

13.5  

11.0  

全く 

利用 

したく 

ない 

22.7  

22.3  

19.0  

17.5  

23.3  

19.3  

＜新制度の興味関心・利用意向＞ 

＜新制度の利用理由＞ 

・新制度に興味がある人、利用したい人はともに２割を超える。 

・世帯年収別でみると、興味・利用いずれも「300万円～500万円未満」「1,000万円以上」で高い。 

・新制度を利用したい理由としては「所得控除額が、共働きの場合、夫婦それぞれに認められる点」が最も多く６割にのぼり、その他の理由も３割を超える。 

・新制度利用により金銭的不安が軽減すると思う人は約３割。世帯年収別でみると、「700万円～1,000万円未満」でやや多いが、世帯年収による差は少ない。 

とても 

興味を 

持った 

6.6  

6.4  

6.4  

8.5  

6.2  

12.4  

やや 

興味を 

持った 

17.1  

14.1  

21.6  

18.0  

19.6  

20.3  

もう少し 

情報が 

あれば 

興味を 

持つかも 

しれない 

28.5  

31.4  

29.0  

29.6  

27.7  

24.9  

あまり 

興味を 

持たな 

かった 

22.1  

23.6  

22.5  

21.0  

22.4  

21.0  

全く 

興味を 

持たな 

かった 

25.7  

24.5  

20.5  

22.9  

24.0  

21.5  

(%) 

(%) 

62.7  

50.2  47.3  

35.8  35.0  

0.2  2.2  

0

20

40

60

80

所
得
控
除
額
が
、
共
働
き

の
場
合
、
夫
婦
そ
れ
ぞ
れ

に
認
め
ら
れ
る
点 

所
得
控
除
が
、
独
身
の
う

ち
か
ら
認
め
ら
れ
る
点 

所
得
控
除
額
が
、
子
ど
も

の
数
に
応
じ
て
大
き
く
な

る
点 

給
与
天
引
き
が
利
用
で
き

る
点 

運
用
益
（
利
子
・
配
当
等
）

が
非
課
税
と
な
る
点 

そ
の
他 

わ
か
ら
な
い 

（%） 全体(n=530/Wn=522) 

＜新制度利用による金銭的不安の軽減＞ 

とてもそう思う 

4.8  

6.7  

5.6  

4.5  

4.5  

7.7  

そう思う 

27.6  

28.0  

28.3  

30.1  

32.9  

26.1  

どちらとも 

いえない 

42.8  

40.1  

43.4  

42.2  

38.2  

48.0  

そう思わない 

11.0  

11.9  

10.0  

11.4  

13.5  

8.1  

全くそう思わな

い 

13.8  

13.4  

12.7  

11.8  

10.9  

10.1  

世
帯
年
収
別
 

世
帯
年
収
別
 

(%) 
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